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（B-2）カーボンリサイク
ルを志向した化成品選
択合成技術の研究開
発 

195 299 1,145 282 396 － (2,317) 

（ B-3 ） Gas-to-
Lipids バイオプロセスの
開発 

44 454 74 (78) － － (651) 

（C-1）ダイヤモンド電
極を用いた石炭火力排
ガス中 CO2 からの基幹
物質製造 

－ － 163 (175) (162) － (499) 

（C-2）大気圧プラズ
マを利用する新規 CO2

分解・還元プロセスの研
究開発 

－ － 174 (145) (112) － (430) 

（C-3）CO2 の高効率
利用が可能な藻類バイ
オマス生産と利用技術の
開発 

－ － 53 (52) (52) － (157) 

（C-4）CO2 を炭素源
とした産廃由来炭化ケイ
素合成 

－ － 128 (244) (62) － (435) 

（C-5）カーボンリサイク
ル LPG 製造技術とプロ
セスの研究開発 

－ － 326 (86) (87) － (499) 

（C-6）微細藻類によ
る CO2 固定化と有用化
学品生産に関する研究
開発 

－ － 179 (140) (90) － (409) 

開発体制 

経産省担当原課 資源エネルギー庁資源・燃料部石炭課 

プロジェクト 

リーダー 
設定なし 

プロジェクト 

マネージャー 

環境部 吉田 准一（2022 年 6 月現在） 

環境部 戸島 正剛（2020 年 10 月～2022 年 5 月） 

環境部 髙橋 洋一（2020 年 7 月～2020 年 9 月） 

委託先 

（助成事業の場合「助

成先」とするなど適宜変

更） 

（組合が委託先に含ま

れる場合は、その参加企

業数及び参加企業名も

記載） 

（A-1）大崎上島における研究拠点整備・設備保守 

大崎クールジェン株式会社 

（A-2）基礎研究拠点整備・研究支援の最適化検討と実施 

一般財団法人石炭フロンティア機構 

（B-1）CO2 有効利用コンクリートの研究開発 

        中国電力株式会社、鹿島建設株式会社（共同実施: 

学校法人金沢工業大学、学校法人東洋大学）、三菱商事株式会社 

（B-2）カーボンリサイクルを志向した化成品選択合成技術の研究開発 

      川崎重工業株式会社（再委託:三井化学株式会社、 
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国立研究開発法人産業技術総合研究所）、国立大学法人大阪大学 

（B-3）Gas-to-Lipids バイオプロセスの開発 

国立大学法人広島大学（共同実施:⾧瀬産業株式会社）、 

中国電力株式会社 

（C-1）ダイヤモンド電極を用いた石炭火力排ガス中 CO2 からの基幹物質製造 

学校法人慶應義塾、学校法人東京理科大学、 

一般財団法人石炭フロンティア機構 

（C-2）大気圧プラズマを利用する新規 CO2 分解・還元プロセスの研究開発 

国立大学法人東海国立大学機構、川田工業株式会社 

（C-3）CO2 の高効率利用が可能な藻類バイオマス生産と利用技術の開発 

日本製鉄株式会社（再委託:株式会社ちとせ研究所、 

国立大学法人京都大学） 

（C-4）CO2 を炭素源とした産廃由来炭化ケイ素合成 

国立大学法人東北大学 

（C-5）カーボンリサイクル LPG 製造技術とプロセスの研究開発 

ＥＮＥＯＳグローブ株式会社、日本製鉄株式会社、 

国立大学法人富山大学 

（C-6）微細藻類による CO2 固定化と有用化学品生産に関する研究開発 

株式会社アルガルバイオ（再委託:学校法人関西学院、 

国立研究開発法人産業技術総合研究所）、関西電力株式会社 

 

情勢変化への 

対応 

2021 年 4 月に菅総理大臣は、2030 年に向けた温室効果ガスの削減目標について、2013 年度に比べて 46％

削減することを目指し、さらに 50％の高みに向けて挑戦を続けていくことを表明した。 

2021 年 7 月に経済産業省により「カーボンリサイクル技術ロードマップ」が改訂された。カーボンリサイクルに係る技術

は、将来有望な選択肢の一つであり、そのイノベーションを加速化していくことが重要とされ、DAC や CO2 輸送等の

取り組みも追加され、また、カーボンリサイクル製品（汎用品）の普及開始時期を 2040 年頃に前倒しすること等が

示された。 

2021 年 11 月に「COP26」が開催され、低排出エネルギーシステムヘの移行に向けての技術の開発・実装・普及

及び政策の採用を加速させることとなった。また、パリ協定第６条に基づく市場メカニズムの実施指針が合意された。 

事業開始以降、これらのような情勢変化があり、本事業の重要性が一層高まっていることから以下の対応を追加し

た。 

・カーボンリサイクル実証研究拠点としての機能を一層拡大することを目指し、「実証研究エリア」に新たな研究開発

テーマを追加する（2022 年度）。 

・研究・実証案件の継続・拡大を視野に、2025 年度以降のカーボンリサイクル実証研究拠点の運営・管理等につ

いての検討を開始する。 

中間評価結果 

への対応 

 

 

 

評価に関する 

事項 

事前評価  

中間評価 2022 年度、2025 年度（予定） 

事後評価 2026 年度（予定） 
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３．研究開発成果

について 

（A）CO2 有効利用拠点化推進事業 

基礎研究棟、共用棟等の設計を行い、建設工事に着手した。また、CO2 供給設備、用水設備、排水設備、海水

取水設備、受配電設備等の機器製作及び設置工事を実施した。 

（B）研究拠点における CO2 有効利用技術開発・実証事業 

CO2 有効利用技術について要素技術開発を行うとともに、研究拠点で実施する実用化研究のための準備を行っ

た。 

（C）CO2 有効利用拠点における要素技術開発 

複数の企業や大学等が CO2 有効利用技術に係る要素技術開発を実施するための検討を行い、研究拠点で行う

べき事業を選定した。 

投稿論文 20 件 

特 許 

出願:3 件 

登録:1 件 

（その他商標登録:1 件） 

その他の外部発表 

（プレス発表等） 

研究発表・講演:30 件 

新聞・雑誌等への掲載:26 件 

４.成果の実用化に

向けた取組及び見通

しについて 

実用化は、『プロジェクトで整備された実証研究拠点が、CO2有効利用に適応可能な技術開発に利用され、その結

果が実証等に至ること』をいう。 

研究開発に必要な土地整備やユーティリティ供給等については、研究開発が効率よく円滑に進むよう一括管理して

実施することで、カーボンリサイクル技術開発を実証研究拠点で重点的に行っていく。 

カーボンリサイクル技術ロードマップにおいて、フェーズ１の 2030 年度頃からの普及を目指して取り組まれるべき研究

開発を促進させる。ラボレベルからベンチレベルへのスケールアップなどを着実に行って基本技術を確立し、2030 年頃

に実証により製品製造技術を実用化させ、将来の事業化見通しを得る。 

５．基本計画に 

関する事項 

作成時期 2016 年 1 月 制定 

変更履歴 

2016 年 4 月、9 月、2017 年 2 月、5 月、6 月、2018 年 2 月、7 月、9 月、2019

年 1 月、7 月、2020 年２月、３月、7 月、9 月、10 月、2021 年 1 月、5 月、6

月、7 月、2022 年 3 月 改訂（研究開発の実施体制、具体的研究内容、達成目

標、研究開発スケジュール表等の追加、修正） 
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